
世
界
の
水
ビ
ジ
ネ

ス
や
水
道
事
情
は

　

東
京
大
学
客
員
教
授
の
仲

上
健
一
教
授（
近
畿
水
問
題

合
同
研
究
会
理
事
長
）
が

「
世
界
の
水
道
民
営
化
の
背

介
。
１
９
８
９
年
に
民
営
化

し
た
イ
ギ
リ
ス
で
は
、
国
内

外
の
企
業
に
よ
る
吸
収
合
併

と
経
営
多
角
化
が
進
み
、
飲

料
水
質
向
上
や
漏
水
削
減
な

ど
一
定
の
サ
ー
ビ
ス
向
上
が

見
ら
れ
た
と
述
べ
ま
し
た
。

安
定
・
持
続
可
能

な
シ
ス
テ
ム
必
要

　

仲
上
教
授
は
、
人
口
増
や

経
済
活
動
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化

を
背
景
に
、
世
界
の
水
ビ
ジ

ネ
ス
市
場
は
さ
ら
に
成
長
が

見
込
ま
れ
る
と
し
、
と
り
わ

け
市
場
規
模
が
大
き
い
ア
ジ

ア
地
域
の
課
題
を
指
摘
。
民

営
化
の
効
果
と
リ
ス
ク
を
踏

ま
え
、
貧
困
・
困
窮
世
帯
へ

の
対
応
や
効
率
化
だ
け
で
な

く
、
安
定
し
た
持
続
可
能
な

シ
ス
テ
ム
実
現
が
必
要
だ
と

述
べ
ま
し
た
。

議
会
の
チ
ェ
ッ
ク

機
能
が
働
く
こ
と

　

同
研
究
会
の
中
村
寿
子
事

務
局
次
長
が
基
調
報
告
し
、

大
阪
市
の
水
道
事
業
の
現
況

を
解
説
し
ま
し
た
。

　

大
阪
市
水
道
局
が
８
月
に

公
表
し
た
「
水
道
事
業
に
お

け
る
公
共
施
設
等
運
営
権
制

度
の
活
用
に
つ
い
て（
実
施

プ
ラ
ン
案
）」
の
内
容
に
つ

い
て
、
大
阪
市
の
担
当
者
が

説
明
し
ま
し
た
。

　

日
本
共
産
党
の
岩
崎
賢
太

市
議
は
、
民
営
化
で
管
路
更

新
な
ど
の
老
朽
化
対
策
が
進

む
と
す
る
計
画
の
問
題
点
を

指
摘
。
公
営
企
業
で
こ
そ
、

福
祉
増
進
を
基
本
に
市
議
会

の
チ
ェ
ッ
ク
機
能
が
働
き
、

安
全
安
心
の
水
供
給
が
可
能

だ
と
強
調
し
ま
し
た
。

「
命
の
水
」を
企
業

に
委
ね
て
良
い
か

　

Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
水
政
策
研
究

所
の
中
村
寿
夫
理
事
長
は
、

水
道
事
業
が
民
営
化
さ
れ
れ

ば
、
収
益
は
役
員
報
酬
や
株

主
配
当
に
回
さ
れ
、
市
民
に

１
０
０
％
再
投
資
さ
れ
な
い

と
指
摘
。
市
民
の
「
命
の

水
」
を
営
利
企
業
に
委
ね
て

良
い
か
十
分
な
議
論
が
必
要

だ
と
述
べ
ま
し
た
。

　

大
阪
市
を
よ
く
す
る
会
の

代
表
は
、
橋
下
市
政
が
進
め

る
市
役
所
解
体
と
民
間
売
却

の
実
態
を
告
発
。
消
費
者
の

目
線
か
ら
水
道
事
業
の
民
営

化
の
問
題
を
問
う
発
言
も
相

次
ぎ
、
フ
ロ
ア
か
ら
の
発
言

を
踏
ま
え
活
発
に
意
見
交
換

し
ま
し
た
。

景
と
課
題
」
と
題
し
て
記
念

講
演
し
ま
し
た
。
二
大
水
メ

ジ
ャ
ー
と
さ
れ
る
フ
ラ
ン
ス

の
ヴ
ェ
オ
リ
ア
、
ス
エ
ズ
両

社
の
水
ビ
ジ
ネ
ス
な
ど
、
水

道
事
業
を
め
ぐ
る
国
際
マ
ー

ケ
ッ
ト
形
成
の
経
過
や
各
国

の
水
道
民
営
化
の
動
き
を
紹

示
し
、
基
本
方
針
案（
14
年

４
月
）策
定
な
ど
を
経
て
Ｐ

Ｆ
Ｉ
法
に
基
づ
く
「
実
施
プ

ラ
ン
案
」
を
提
示
。

　

大
阪
市
は
当
初
16
年
度
の

業
務
開
始
を
目
指
し
、
今
年

の
３
月
市
議
会
に
民
営
化
条

例
案
を
提
出
し
ま
し
た
が
、

大
阪
市
議
会
は
こ
れ
を
否

決
。
こ
れ
を
受
け
大
阪
市
は

８
月
に
実
施
プ
ラ
ン
案
の
修

正
版
を
公
表
。
水
道
民
営
化

を
強
引
に
進
め
よ
う
と
し
て

　

大
阪
市
の
水
道
民
営
化
計

画
は
、
水
道
事
業
の
府
市
統

合
計
画
が
頓
挫
し
た
直
後
の

２
０
１
３
年
６
月
、
大
阪
市

戦
略
会
議
で
「
水
道
事
業
の

民
営
化
の
検
討
」
と
し
て
打

ち
出
さ
れ
ま
し
た
。

　

自
治
体
が
管
理
す
る
公
共

施
設
に
運
営
権
を
設
定
し
て

民
間
企
業
に
売
却
す
る
「
公

共
施
設
等
運
営
権
制
度
」
を

活
用
す
る
も
の
で
、
大
阪
市

は
13
年
11
月
に
検
討
素
案
を

い
ま
す
。

　

プ
ラ
ン
案
に
よ
る
と
、
大

阪
市
が
全
額
出
資
す
る
株
式

会
社（
運
営
会
社
）
を
設
立

し
、
上
水
道
の
30
年
間
の
運

営
権
を
設
定
し
運
営
会
社
に

売
却
し
ま
す
。
市
の
出
資
額

は
当
初
１
１
０
～
１
４
０
億

円
を
見
込
み
、
事
業
開
始
後

３
年
以
降
に
株
式
売
却
で
民

間
に
切
り
替
え
ま
す
。

　

市
は
安
全
基
準
を
示
し
、

運
営
会
社
は
こ
れ
に
基
づ
き

事
業
計
画
を
策
定
。
企
業
経

営
に
優
れ
た
民
間
人
材
を
積

極
登
用
し
、
水
道
事
業
の
海

外
展
開
や
大
阪
市
以
外
の
自

治
体
か
ら
の
事
業
引
き
受
け

も
視
野
に
入
れ
、
子
会
社
や

関
連
会
社
を
含
む
グ
ル
ー
プ

経
営
を
展
開
す
る
と
し
て
い

ま
す
。

　

現
在
保
有
す
る
浄
水
施
設

の
耐
震
化
を
進
め
る
一
方
、

水
需
要
を
踏
ま
え
段
階
的
に

浄
水
施
設
を
廃
止
す
る
と

し
、
廃
止
を
想
定
す
る
柴
島

浄
水
場（
上
系
）の
用
地
活
用

も
明
記
。
現
在
約
１
６
０
０

人
の
職
員
体
制
は
１
千
人
以

下
に
減
ら
し
ま
す
。

　

第
24
回
水
と
く
ら
し
の
１
１
０
番
シ
ン
ポ
ジ
ウ

ム（
主
催
・
近
畿
水
問
題
合
同
研
究
会
）が
９
月
26

日
、
大
阪
市
内
で
開
か
れ
、
水
道
事
業
に
携
わ
る

行
政
関
係
者
や
研
究
者
、
市
民
ら
１
０
０
人
が
参

加
。
大
阪
市
が
来
年
３
月
市
議
会
に
再
提
案
を
目

指
す
と
さ
れ
る
水
道
事
業
民
営
化
計
画
な
ど
に
つ

い
て
検
討
し
ま
し
た
。

公
営
で
こ
そ
安
全
な
水
供
給
可
能

「
水
と
暮
ら
し
」で
シ
ン
ポ

水道民営化の課題について検討したシンポジウム
＝９月26日、大阪市中央区内

橋
下
市
政
が
強
引
に
推
進

大
阪
市
水
道
事
業
の
民
営
化
問
題

shikai
テキストボックス
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